（様式１－１）
令和　　年　　月　　日

大和市長　あて
所　 在 　地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
プロポーザル参加申込書
次の件について、プロポーザルへの参加を申し込みます。

件名：公私連携型保育所等整備事業
１　参加申込者

	商号又は名称
	

	かながわ電子入札共同システム

業者認定番号（６桁数字）
	


２　書類送付先及び担当部署等
	担当部署名
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	所在地
	〒　　　－



	電話・ＦＡＸ番号
	ＴＥＬ　　　－　　　－

ＦＡＸ　　　－　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　　　　＠


（様式１－２）
令和　　年　　月　　日

大和市長　あて
所　 在 　地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
プロポーザル参加申込書記載事項変更届出書
次の件について、令和　　年　　月　　日に提出したプロポーザル参加申込書について、次のとおり変更がありましたので届け出ます。なお、変更後の参加申込書を別添のとおり提出します。

件名：公私連携型保育所等整備事業
１　変更事項の概要
	


２　書類送付先及び担当部署等
	担当部署名
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	所在地
	〒　　　－



	電話・ＦＡＸ番号
	ＴＥＬ　　　－　　　－

ＦＡＸ　　　－　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　　　　＠


（様式２）
誓　約　書

下記の資格要件について事実と相違ないことを誓約し、誓約後に事実と相違する事実が明らかになったときは、公私連携型保育所等整備事業に係るプロポーザルにおいて失格又は受注候補者としての決定を取り消されることになっても異存はありません。

記
　　１　大和市入札参加者名簿に、営業種目物品の「物件の借入れ」及びその細目として「建物・仮設建物」並びに工事で「建築一式」に登録されています。

　　２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していません。

　　３　国税、都道府県税及び市町村税に滞納はありません。

　　４　募集開始日前２年以内に銀行又は手形交換所の取引停止処分を受けていません（ただし、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされている者であって、当該手続開始の決定後に大和市入札参加資格の認定を受けたものを除く。）。

５　募集開始日前６月以内に手形又は小切手の不渡り（支払資金の不足を事由とするものに限る。）はありません（ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがなされている者であって、当該手続開始の決定後に大和市入札参加資格の認定を受けたものを除く。）。

６　所有する資産に対し、債務不履行による仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定がなされている者ではありません。
７　役員等（参加をしようとする者が個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められるものを含む。以下同じ。）が暴力団員等（大和市暴力団排除条例（平成２３年大和市条例第４号。以下「市条例」という。）第２条第４号に掲げる暴力団員等をいう。以下同じ。）でないこと。

８　暴力団（市条例第２条第２号に掲げる暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団経営支配人等（市条例第２条第５号に掲げる暴力団経営支配法人等をいう。）でないこと。

９　役員等が自己、自社若しくは第三者の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していないこと。

１０　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、便宜を供与する等により、直接的又は積極的に暴力団の維持、運営等に協力し、又は関与していないこと。

１１　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。

大和市長　あて
令和　　年　　月　　日

所　 在 　地　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式３）
令和　　年　　月　　日

大和市長　あて
所　 在 　地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
プロポーザル参加辞退届出書
次の件について、令和　　年　　月　　日提出済のプロポーザル参加申込書にてプロポーザルへの参加を申し込みましたが、次の理由により辞退いたします。

件名：公私連携型保育所等整備事業
１　辞退の理由
	


２　担当部署等
	担当部署名
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	所在地
	〒　　　－



	電話・ＦＡＸ番号
	ＴＥＬ　　　－　　　－

ＦＡＸ　　　－　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　　　　＠


（様式５）
令和　　年　　月　　日

大和市長　あて
所　 在 　地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
企画提案書の提出について

次の件について、下記のとおり企画提案書を提出します。

　

件名：公私連携型保育所等整備事業
記

正本・・・１部

副本・・・２０部
（連絡担当者）

所　属

氏　名

電　話

ＦＡＸ

e-mail
（様式７－１）

業　務　実　績　表
　過去１０年間に実施した、認可保育所(定員９０名以上)について記入してください
	番号
	工事名
（所在地）
	規模・構造

（工事金額）
	工　期
	概要
保育所定員等
	発注者名


	１


	
	SRC・RC・S
　階　　　㎡

（　　　 円）
	H   年　月
　　～
H   年　月

	
	

	２


	
	SRC・RC・S
　階　　　㎡

（　　　 円）
	H   年　月
　　～
H   年　月

	
	

	３


	
	SRC・RC・S
　階　　　㎡

（　　　 円）
	H   年　月
　　～
H   年　月

	
	

	４


	
	SRC・RC・S
　階　　　㎡

（　　　 円）
	H   年　月
　　～
H   年　月

	
	

	５


	
	SRC・RC・S
　階　　　㎡

（　　　 円）
	H   年　月
　　～
H   年　月

	
	


（備考）・〔SRC・RC・S・CB〕は該当するものを○で囲ってください。

（様式７－２）
業務実績実例写真

	番号
	
	施設名称

（工事名）
	

	

	施設の概要等
	


	


（備考）・様式７－１に記載したものを全て（各件につき１枚ずつ）作成してください。

（様式８）
会　社　概　要　書

会社概要について、次のとおりです。
１　申請者
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	


２　沿革等
	創業
西暦で記入
	　　　　　年　　　　月　　　　日

	営業年数
	年

	資本金
	

	従業員数
直近３事業年度
	          年度　　　人
　　　　　年度　　　人
　　　　　年度　　　人


（様式９）
計　画　提　案　書

１．市のコンセプトを踏まえ、事業者としての事業実施のコンセプトについて　　　　　
	


２．技術提案において、優れている点、独自性や特色がある点について
	


３．施設配置・景観等における提案内容について
	


４．設計上の配慮事項（環境保全性能・防犯性・機能性）に関する提案内容について

	


５．ゾーニングや施設内観デザインについて
	


６．その他
	


（様式１０）
令和　　年　　月　　日

大和市長　あて
所　 在 　地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
見　積　書

「公私連携型保育所等整備事業公募型プロポーザル募集要領」に基づき、次のとおり見積り
します。
　　　　　

	見積金額（税込み）
	　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


【注意事項】
　※　消費税及び地方消費税額(10％)を含めた金額を記載すること。
　※　賃貸借契約期間である賃借料総額を記載すること。
　※　見積金額が「公私連携型保育所等整備事業公募型プロポーザル募集要領」に規定する
　　見積限度額を超える場合は失格となります。
別紙
質問票
（公私連携型保育所等整備事業に係るプロポーザル）
１　質問者
	商号・名称
	

	担当部署名
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	所　 在 　地
	〒　　　－



	電話・ＦＡＸ番号
	ＴＥＬ　　　－　　　－

ＦＡＸ　　　－　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　　　　＠


２　質問事項
	








写　真　添　付









